








Ⅵ む す び
Ⅰ は じ め に
弁護士の地理的分布の偏りとその改善は，司法アクセス政策にとって重要な
課題である。古くから大都市への弁護士偏在問題が議論されてきた（例えば，






1987: ⚒，六本 1986: 297，馬場 2014，佐藤 2015: 9，宮澤ほか 2018: 75-77，濱野










































































































































































































































⚘） さらに問 15 で年間の総労働時間及びそれに占める「通常の弁護士業務」と「公益業務」の
比率が質問されているので，個々の回答弁護士の顧客別年間投入時間の実数も計算できる。但
し，報告書（日弁連 2011）ではそれは公表されていない。






















































愛知 89，北海道 48，福岡 49，東北弁連 44，関弁連 167，中部弁連 32，近弁連
71，中国・四国弁連 80，九州弁連 51 である。
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［表⚒］ 顧客類型別業務時間比率に基づく弁護士の配分（2009 年，11 広域別)
注：［表⚑］の注参照。












































の 56％程度，愛知は東京の 26％程度，福岡は東京の 28％程度，その他の広域
の平均値は更に低くなっている。東京では大企業への弁護士サービスの投入が
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［表⚓］ 業務時間に基づく顧客類型別弁護士率（2009 年，11 広域別)





ch, 2017/12/21 アクセス。但し，業種の区別なく，中小企業数は，従業員 300 人未満の事業所数。大企業
は，従業員数 300 人以上の事業所数。総人口は，http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001063
433，2017/12/21 アクセス。但し，2009 年 10 月⚑日現在の人口推計。2009 年の弁護士数は，同年⚓月末日





















［表⚔］ 業務時間に基づく顧客類型別弁護士率（2009 年，11 広域別)
―各列につき全国値を⚑としたときの数値
注，出所は［表⚓］と同じ。

















10 倍，大企業顧客で 12 倍の充足率である。最低水準の東北弁連と比較すると
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［図⚑］ 弁護士率と個人顧客類型別弁護士率の散布図（2009 年)
注：［表⚑］の注参照。総人口 10 万人当りの弁護士数（広域 11 基準）は，［表⚓］が示す各広域ごとの
値を，同一広域内の各都道府県に割当てた。


























弁護士率，弁護士密度ともに，Pearson の相関係数がいずれも 0.9 を超えて
24）［表⚔］からも，弁護士密度と個人顧客弁護士率の相関度の高さがうかがえる。



















注：［表⚑］の注参照。総人口 10 万人当り弁護士数（広域 11 基準）は，［表⚓］が示す各広域ごとの値
を，同一広域内の各都道府県に割当てた。
出所：弁護士数は『弁護士白書 2009 年版』82 頁，県内総生産は，内閣府・統計表・県民経済計算「平
成 13 年度 平成 26 年度（93SNA，平成 17 年基準計数）の「総括表 県内総生産（名目）」（http://
www. esri. cao. go. jp/jp/sna/data/data_list/kenmin/files/contents/main_ 68sna_s50. html），
















出所：弁護士数は『弁護士白書 2009 年版』82 頁，県内総生産は，内閣府・統計表・県民経済計算
「平成 13 年度 平成 26 年度（93SNA，平成 17 年基準計数）の「総括表 県内総生産（名 目）」
（http://www.esri.cao.go. jp/jp/sna/data/data_list/kenmin/files/contents/main_68sna_s50.html），















出所：弁護士数は『弁護士白書 2009 年版』82 頁，県内総生産は，内閣府・統計表・県民経済計算「平成 13
年度 平成 26 年度（93SNA，平成 17 年基準計数）の「総括表 県内総生産（名目）」（http://www.esri.
cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kenmin/files/contents/main_68sna_s50.html），2018/09/15 アクセス」に
よる。大企業⚑社当りの弁護士数（広域 11 基準）は，2010 年日弁連調査の個票データにより計算した 11
広域ごとの値。
う。










































と比較すると，個人顧客で⚕倍，中小企業顧客で 10 倍，大企業顧客で 12 倍の
弁護士ニーズ充足率（投入時間換算）である。最低水準の東北弁連と比較する
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